Ⅰ－３　契約当事者の確定
担当：青木・中村・大城・荒井
Aは、1977年12月9日に、損害保険会社Xと損害保険代理店委託契約を締結し、Xの損害保険代理店となった。その後、1986年6月19日に、Aは、保険契約者から収受した保険料のみを入金する目的で、信用組合Yに「X代理店A」名義の普通預金口座αを開設し、口座の通帳・届出印を管理していた。
Aは、Xとの代理店委託契約にしたがい、Xを代理して保険契約を締結し、保険契約者から保険料を収受してX名義の領収書を作成し、保険契約者に交付するという業務をおこない、保険料として収受した金銭を預金口座αに入金するまで、他の金銭と混同しないよう、専用の金庫ないし集金袋で保管していた（収受した金銭はすべて預金口座αに入金され、保険料以外の金銭が入金されたことはない）。Aは、毎月15日ごろにXから送付されてくる前月分の保険料相当額の払戻しを受け、そこから請求書に記載された代理店手数料を控除した額の金銭をXに送金していた。そのほか、預金口座αに生じた預金利息は、Aが取得していた。
（１）Aの業績が悪化し、1998年5月6日に、二度目の不渡手形を出すことが確実になったため、その直前にAは、Xに預金口座α（残高342万円）の通帳・届出印を交付した。そこで、Xは、翌5月7日に、Yに、この預金（以下では預金債権甲という）の全額の払戻しを請求したところ、Yは、前日中に、Aに対する貸金債権乙と預金債権甲を相殺する旨の意思表示をしたとして、Xの請求を拒絶した。なお、Yの約款によると、Aが手形交換所の取引停止処分を受けたときや預金債権について差押命令が発送されたとき等には、Aは貸金債務について期限の利益を喪失し、Yはただちに相殺できる旨が定められていた（以下では本件相殺条項という）。
（２）1998年5月6日に、Aの債権者Gが預金債権甲を差し押さえ、甲を取り立てようとしたのに対し、Yは、相殺により預金債権甲はすでに消滅したと主張した。
・設問
（1） Xは、Yに対し、預金債権甲の払戻しを請求することができるか。
（a） Xは、預金債権甲の預金者はXであると主張できるか。
（b） かりに預金者はAであるとされた場合に、XがYに預金債権甲の払戻しを請求するための法律構成はほかに考えられるか。
（c） かりに預金者はXであるとされる場合に、Yは相殺により預金債権甲の支払を拒絶することができるか。
　
（２）1998年5月6日に、Aの債権者Gが預金債権甲を差し押さえ、甲を取り立てようとしたのに対して、Yは、相殺により預金債権甲の支払を拒絶することができるか。
　　　（a）　GがYに対して預金債権甲の支払を請求するためには、 どのような要件が備わる必要があるか。
　　　（b）　Yは、相殺により預金債権甲の支払を拒絶できるか。
　　　　　（ア）　その際、Yの約款に本件相殺条項が定められていなかったとして、YのAに対する貸金債権乙の済期が5月1日だった場合と6月1日だった場合とで異なるか。
　　　　　（イ）　Yの約款に本件相殺条項が定められていた場合はどうか。
設問（１）（a）
Xは、預金債権甲の預金者はXであると主張できるか。
文責：荒井　良史彦
＜問題の所在＞
本件のように、預金の原資の帰属者と、実際に預金契約の締結行為をした名義人と
が異なる場合においては、どちらを預金者にするべきか。
この点については学説上、争いがある。
（イ）主観説
　預金の出捐者が誰であるかに関係なく、預入行為者が特に他人のために預金する旨
　を明示しない限り、預入行為者をもって預金者とするものである。
（ロ）客観説
　出捐者をもって預金者とする立場である。従来の判例・通説とされてきた考え方で
　ある。これは以下の考慮にもとづく。
　
　　ⅰ）金融機関は、預金を受け入れる段階では、通常、預金者が誰であるかについ
て利害関係を持たないため、実際にその金銭を出捐した者の保護を優先させ
ても構わない
　　ⅱ）金融機関は、誰に払い戻すかについて利害関係を持つが、相当な注意をつく
していれば478条で免責されるため、出捐者が預金者とされても実際上、不
利益を受けることはない
　　ただし、普通預金や当座預金のように、定期預金と異なり、入金・払出しが自由になされる流動性預金については以下の考え方が提唱されている
　　
ハ）名義人説（原則）
　　流動性預金については、預金口座を開設した時の名義人を預金者とすべきであ　　　　　る。
　　　　　
　　　ⅳ）例外－専用口座
　　　　　流動性預金でも、振込金の原資ないし帰属先が特定されている専用口座については、次の要件を満たす限り、客観説にしたがい、その専用口座全体について出捐者を預金者と認めてよいとする。
　　　　　　要件）
　　　　　　・振込原資の独立性
　　　　　　　→特定の者からの振込金を受け入れるだけであり、他からの振込原資と混
　　　　　　　　同しないことである。
　　　　　　・預金債権としての特定性
　　　　　　　→名義人の一般財産から分別管理され、預金債権として特定性を有していることである。
＜あてはめ＞
　　
普通預金αは流動性預金であるため、原則としては名義人であるAが預金者とさ
れる。しかし、預金口座αは、Aが「保険契約者から収受した保険料のみを入金す
る目的で」開設されたのであり、「保険料以外の金銭が入金されたことはない」こ
とから、Aからの振込金を受け入れるだけで、他からの振込原資と混同されたこと
もなく、Aの一般財産から分別管理されており、預金債権として特定性を有すること
から上記２つの要件を満たす。
　したがって客観説により、Xは、専用口座全体についての出捐者であるXを預金者であると主張することができる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責　中村　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	(b)かりに預金者はＡであるとされた場合に、ＸがＹに預金債権甲の払い戻しを請求するための法律構成はほかに考えられるか。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

預け入れ行為をした名義人Ａが預金者とされる場合でも、この預金債権を切り離すための方法として、信託による構成が考えられる。信託とは、委任者が信託行為によって、受任者に信託財産を帰属させつつ、同時に、その財産を一定の目的にしたがって、社会のため、自己もしくは他人のために管理・処分すべき拘束をくわえることをいう。本問を信託構成にあてはめた場合、委任者は保険会社Ｘ、受託者は代理店Ａとなる。
　　　効果
　信託が設定されれば、次のような効果が認められる。　
①信託財産の統一性
　信託財産の管理・処分・滅失・毀損その他の事由によって受託者が得た財産も、信託財産に属する。
②信託財産の独立性
ア）信託財産に対して強制執行、仮差押え、仮処分、競売がなされた場合、委託者・受益者・受託者は、次の場合を除き、第三者意義の訴えをおこなうことができる。
　１．信託財産について信託前の原因によって生じた権利に基づく場合
　２．信託事務の処理について生じた権利に基づく場合
イ）信託財産に属する債権と信託財産に属さない債権とは相殺できない。
ウ）受託者が破産した場合も、信託財産は破産財産に属さず、取戻権に服する。
　要件
　代理店Ａの債権者である信用組合Ｙが貸金債権乙と預金債権甲の相殺を主張した場合に、損害保険会社Ｘが委託者かつ受益者として第三者異議の訴えを提起するためには、次の要件が必要である。

①信託の成立＝ＸとＡの間で、Ｘを委託者かつ受益者、Ａを受託者とする信託が設定されたこと。対象となる財産をＡの他の財産から分別して管理することが予定されている場合には、当事者間に信託を設定する旨の合意があると解釈する。
②預金債権が信託財産に属すること＝預金計約の締結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋
　　　　　　　　　　　　　　　　　その預金の原資が、ＸからＡに移転された財産であること　　　
③信託の終了＝合意解除等によりＸ-Ａ間の信託が終了し、Ａが信託財産を返還したこと
　これらの要件を満たせば、信託財産の独立性により、信用組合Ｙは貸金債権乙と預金債権甲の相殺を主張できないため、損害保険会社Ｘは預金債権甲の払戻しを請求できる。
　
　あてはめ
　要件①について、「Ａは、Ｘとの代理店委託契約に従い」との記述が、他の金銭と混同しないよう、専用の金庫ないし集金袋で保管することまでかかる場合、つまり保険料を分離して管理するところまで代理店委託契約の内容になっていたならば、Ａ－Ｘ間で、Ａの他の財産から分離することが予定されていたといえる。対して、契約の内容がＸを代理して、保険料として収受することのみで、保険料をＡの他の財産と分離して管理することが、Ａ独自の判断であったと解釈した場合は、信託が設定されたと言えない。
要件②について、預金の原資がＸからＡに移転された財産であるというためには、Ａが享受した保険料が、預金口座への入金前にＸに帰属したことが必要である。しかし、本問では、預金するまで保険料はＡが管理しており、保険料がＸに帰属するのは、Ａが代理店手数料を控除してＸに送金した後と見るのが妥当である。よって、ＸからＡへの信託財産の移転は観念できず、要件②を充たさない。
以上より、損害保険会社Ｘは信用組合Ｙに預金債権甲の払い戻しを請求できない。
	(c)かりに預金者はＸであるとされた場合に、Ｙは相殺により預金債権甲の払戻しを拒絶できるか。


預金者がＸであるとすると、債権の対立がなく、相殺適状の要件を充たさない以上、原則として相殺はできないはずである。しかし、預金担保貸付を行い、貸付の弁済がないときは預金と相殺するというＹの一連の行為は、経済的機能の点では預金債権に対する払戻しに近いものであり、弁済と同視することが可能である。そこで、４７８条の「債権の準占有者への弁済」に準ずるものとして、同条を類推適用することが考えられる。
　　
趣旨
　
　弁済は日常頻繁に行われる行為であり、また受領権限の有無を常に正確に知ることは困難な場合もある。そこで、本当は債権者でないのに債権者らしい外観を呈する者に弁済してしまった場合に、弁済者保護の観点から、かかる弁済を有効とする。
　　　効果
①債権は消滅し、債務者は免責される。
②真実の債権者は準占有者に対し、不当利得に基づく返還請求または不法行為に基づく損害賠償を請求できる。
　　　要件

①「債権の準占有者」に対して
②善意・無過失で
③弁済したこと
（④債権者の帰責事由）→争いあり
以下、各要件について検討する。
　　　要件①について
　「代理人」と称する者も、「債権の準占有者に」含まれるか。代理人と称している以上、表見代理の規定で弁済者を保護すべきだという見解もある。しかし、弁済者にとっては、代理人と称する者であれ、本人と称する者であれ、受領権限があると信頼して弁済したことに変わりはない。よって、弁済者保護の趣旨からすると、代理人と称する者も「債権の準占有者」に含まれる。
　　　要件②について
　善意・無過失の判断基準時はいつか。 eq \o\ac(○,ⅰ)相殺の時点とする見解と eq \o\ac(○,ⅱ)貸付時とする見解が対立している。思うに、相殺は預金担保契約の実行に他ならず、信用組合Ｙの判断は貸付時において終了しており、相殺自体は単なる事務処理に過ぎないから、貸付時を善意・無過失の判断基準時とする見解が妥当である。
　　　要件③について
　本問における相殺は、弁済とは別個の法律行為であるが、前述のように、預金担保貸付を行い、貸付の弁済がないときは預金と相殺するというＹの一連の行為は、経済的機能の点では預金債権に対する払戻しに近いものであり、弁済と同視することが可能である。
　　　要件④について
　４７８条は、本当は債権者でないのに債権者らしい外観を呈する者に弁済してしまった者を保護するという、表見法理に基づくものである。そこで、債権者が外観を作出したという帰責性が要求されないか。思うに、債務者は、弁済という義務付けられた行為を行わなければ債務不履行のリスクを負うところ、無過失までも要求されているのであるから、弁済者保護の観点からすれば、さらに債権者の帰責性まで要求すべきでないと解する。
　　　あてはめ
　要件①について、本問は「Ｘ代理店Ａ」の名義で普通預金口座αを開設しており、この表記からは、Ａ自身が預金者であると考えるのが通常であるから、債権者であるかのような外観を有し、準占有者にあたる。また、仮に、ＡをＸの「代理人」と解釈したとしても、代理人も準占有者に含まれる以上、Ａ「債権の準占有者」にあたる。よって要件①を充たす。
　要件②について、善意・無過失の判断基準時は貸付時であるが、本文からは、いつ貸付が行われたのか不明である。仮に、貸付時に悪意であったり、Ａが本件預金担保貸し付けの正当な受領権限を有するかどうか、Ｙが金融機関としてなすべき確認を怠っていたのであれば、要件②は充たされない。
　要件③について、本件相殺も弁済と同視できる以上、要件③を充たす。
　よって、信用組合Ｙは貸付時に善意・無過失であったなら、相殺により預金債権甲の払戻しを拒絶できる。
（２）1998年5月6日に、Ａの債権者Ｇが預金債権甲を差し押さえ、甲を取り立てようとしたのに対して、Ｙは、相殺により預金債権甲の支払を拒絶することができるか。

文責　大城・青木

（ａ）ＧがＹに対して預金債権甲の支払を請求するためには、どのような要件が備わる必要があるか。










（ｂ）Ｙは、相殺により預金債権甲の支払を拒絶できるか。
（ア）その際、Yの約款に本件相殺条項が定められていなかったとして、YのAに対する貸金債権乙の弁済期が5月1日だった場合と6月1日だった場合とで異なるか。

文責　大城
相殺と差押
AのYに対する債権につき、Aの債権者Gが差し押さえた場合において、その後でも、YはAに対する反対債権によって、その差押債権を相殺し、それをもって差押債権に対抗できるであろうか。511条によれば、「差押え（支払いの停止）を受けた第三債務者Yは、その後に取得した債権による相殺をもって、差押債権者Gに対抗できない」とされるため、反対解釈として、差押前に取得した反対債権であれば、Yの相殺は許されるのであろうか。
この点につき以下の判例・学説がある。
＜相殺適状説　制限説Ⅰ　旧判例＞
判例は当初、相殺が優先するには差押え前に相殺適状が生じていることが必要であるとされていた。（大判明治31年2月8日）
その後、自働債権（YのAに対する貸付債権）の弁済期が到来していれば、受働債権（AのYに対する預金債権）の弁済期が到来していなくてもよいとされた。（最判昭和32年7月19日）
＜弁済期先後基準説　制限説Ⅱ　最高裁昭和39年の大法廷判決＞
その後、判例は、差押え時に両債権が弁済期に達していなくても、自働債権の弁済期が受働債権の弁済期より先に到来する場合に限って相殺を認めるとする考え方に移行した。（最判昭和39年12月23日）
制限説Ⅱの根拠としては、以下の二点が挙げられる。
1 相殺権者が持つ自働債権の回収への期待が現実化する時点は、自働債権の弁済期であり、他方、差押により差押債権の回収への期待が現実化する時点は受働債権（＝被差押債権）の弁済期である。したがって、自働債権の弁済期が先に到来するのであれば、相殺が優先し、受働債権の弁済期が先に到来するのであれば、差押が優先する。
2 受動債権の弁済期が先に到来する場合に、相殺を認めれば、履行期に履行をせず放置し、自己の債権（自働債権）の弁済期を待って相殺するという誠実な債務者とは言い難い者まで保護する結果となり不当である。
＜無制限説　最高裁昭和45年大法廷判決＞
昭和45年6月24日の最高裁判決は上記判例を改め、さらにその制限を取り払い、無制限説を唱えるにいたった。これは511条を文言どおり解釈し、第三債務者は、その債権が差押後に取得されたものでない限り、自働債権および受働債権の弁済期の前後を問わず、相殺適状に達しさえすれば、差押後においても、これを自働債権として相殺をなしうるとした。
この説は、相殺の担保的機能を極度に重視し、相殺への強い期待を保護すべしと説く。無制限説の根拠としては、以下の二点が挙げられる。
1 両当事者に対立した債権が存在するときは、対立する債権どうしを相殺により決済することが通常期待されている。そして、この自働債権・受働債権の対立状況下で当事者間に成立する相殺への期待は、当事者の対内的・相対的関係を超えて、第三者に対する関係（対外的関係）においても保護に値する利益として捉えられるべきである。
2 511条には「弁済期」を書いていない。同条の文言からすれば、同条は第三債務者が債務者に対して有する債権をもって差押債権者に対し相殺できることを前提としたうえ、差押後に発生した債権または差押後に他から取得した債権を自働債権とする相殺のみを例外的に禁止することによって、その限度において、差押債権者と第三債務者の間の利益の調節を図ったものと解するのが相当である。
無制限説の限界と問題点
昭和45年大法廷判決のような無制限説に立ったとしても、自働債権については相手方が期限の利益を放棄しなければ相殺適状が出現せず、相殺権者としても相殺することができない。だから、自働債権の弁済期が未到来の時点で受働債権が差し押さえられたときには、いかに無制限説に立つからといって、自働債権を有する債権者（相殺権者）は、その時点で相殺権を行使する（＝相殺の意思表示をする）ことができない。相殺適状がいまだ生じていないからである。したがって、自働債権を有する債権者（相殺権者）としては、いかに相殺への期待があったとしても保護されない。差押債権者からの取立てには応じなければならない（履行拒絶は正当化されない）し、差押債権者が自働債権の弁済期未到来の時点で受働債権（被差押債権者）から満足を得た場合には、給付を受領した差押債権者に対して不当利得返還請求をすることもできない。
＜あてはめ＞
普通預金（預金債権甲）は一般に消費寄託であると解されており、消費寄託の返還時期については特約のない限り、寄託者はいつでも寄託物の返還を請求することができると解されているため、受働債権（預金債権甲）は成立と同時に弁済期にあるといえる。
よって自働債権乙の弁済期が問題となる。
YのAに対する貸金債権乙の弁済期が5月1日だった場合には、差押えがなされた1998年5月6日の時点で既に両債権ともに弁済期が到来しており、相殺適状にあるため、Yは相殺をなしえ、相殺により預金債権甲の支払いを拒絶することができる。
一方、YのAに対する貸金債権乙の弁済期が6月1日だった場合、差押えがなされた1998年5月6日の時点で、自働債権（貸金債権乙）の弁済期を未到来のため、相殺適状になく、Yは相殺を行使することはできず、相殺により預金債権甲の支払いを拒絶することはできない。
（イ）Ｙの約款に本件相殺条項が定められていた場合はどうか。
文責　青木
ⅰ．相殺予約特約
　（２）（ｂ）（ア）で述べたとおり、無制限説を採用する立場においても、自働債権について弁済期が到来していない段階では、相手方が期限の利益を放棄しなければ相殺できない。
　それゆえ、実務では、差押債権者による満足がされる前に相殺適状を作り出すため、金融取引約定書で「自働債権についての期限の利益喪失特約」を含む相殺予約をしている。この種の相殺予約は、信用不安を発生される一定の自由が生じたとき、例えば差押命令の効力が生ずる前に、相殺適状を発生させる、相殺適状繰上げの効果を持つものである。

　このような合意も、契約自由の原則から、当事者間では有効である。相殺予約特約をもって、第三者に対抗することができるかどうかが問題となる。
ⅱ．相殺予約の第三者に対する効力
 eq \o\ac(□,ａ)　制限説Ⅰ（弁済期先後基準説）
自働債権の弁済期が受働債権の弁済期よりも早く到来する関係にある債権間での相殺予約は、第三債務者の将来の相殺に関する期待を正当に保護するものゆえ、相殺予約をもって差押債権者に対抗できる。
　これに対して、受働債権の弁済期が自働債権の弁済期よりも早く到来する関係にある債権間での相殺予約は、差押債権者に対抗できない。なぜなら、後者の場合に相殺予約の効力を認めたのでは、私人間の特約のみによって差押禁止財産を作り出すこととなり、このようなことは契約自由の原則をもってしても許されないからである。

 eq \o\ac(□,ｂ)　無制限説
　法定相殺の場合のみならず、相殺予約についても、無条件の対抗力を認める。
　相殺予約特約は、契約自由の原則上有効であり、相殺の担保的機能を尊重し、遅くとも、差押の時に相殺適状が生じるとする。

しかし、相殺予約についても無制限説を採用する意見について手放しで賛成するものは、民法学界においては少数である。法定相殺ではなく、合意による相殺適状繰上げが問題となるのであるから、調整にあたっては慎重な衡量をする必要があり、第三者の期待を契約自由の名の下に無条件に奪うのは正当でないと考えるべきだというのが、その理由である。
 eq \o\ac(□,ｃ)　制限説Ⅱ（期待利益説）　多数説
　相殺予約の第三者に対する効力を形式論理のみで一般的に決めることはできず、具体的事情に基づいて当該第三者（差押債権者）の期待と利益を相殺権者の相殺についての期待と利益と比較し、後者を優先させるに足りる合理的根拠がある場合にのみ、差押債権者に対抗することができる。
　もっとも、合意により強化された債権回収への期待を、これにより不利益を受ける第三者（差押債権者）に対して主張できる場合とは、どのような場合か。

　これについては、一方では、相殺予約の効力を第三者に対抗できるには相殺への期待が第三者に予測可能な程度に公知されていることが必要だとする見解がある（公知性・公示性）。

　他方では、相殺予約の第三者に対する効力を肯定するにあたって、相殺予約の公知性・公示性そのものが不可欠であるわけでないし、逆に公知性・公示性が認められるからといって相殺予約の効力を第三者に無条件に及ぼしてよいものでもないとする見解がある。あくまでも、公知性・公示性は、第三者（差押債権者）の期待と利益を相殺権者の相殺についての期待と利益と比較する中で、自働債権･受働債権の関連性（さらに、これら債権を発生させる原因となる取引関係の共通性・一体性）、差押の実効性確保の必要性と並び、第三者に不利益をもたらす結果を正当化するための衡量自由の一つにすぎないとする。
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【あてはめ】

Ｙの約款に本件相殺条項がある場合について述べる。
　まず、ＹのＡに対する貸金債権乙の弁済期が５月１日だった場合について、（２）（ｂ）（ア）より、Ｙは、相殺により預金債権甲の支払を拒絶できる。

　次に、ＹのＡに対する貸金債権乙の弁済期が６月１日だった場合についても、本件相殺条項があるときは、Ｙは相殺により預金債権甲の支払を拒絶できると考える。

　本件相殺条項には、「Ａが･･･預金債権について差押命令が発送されたとき等には、Ａは貸金債務について期限の利益を喪失し、Ｙはただちに相殺できる旨が定められていた」。よって、本件相殺条項によれば、貸金債権乙の弁済期が１９９８年６月１日であっても、１９９８年５月６日にＡの債権者Ｇが預金債権甲を差し押さえた場合、１９９８年５月６日、Ａは貸金債務についての期限の利益を喪失し、それにより自働債権・受動債権双方の相殺適状が出現し、Ｙはただちに相殺できることになる。

　このような相殺予約特約は、契約自由の原則から、当事者間では有効であるが、第三者に対抗できるかが問題となる。制限説Ⅱによれば、相殺予約の第三者に対する効力は、具体的事情に基づいて差押債権者の期待と利益を相殺権者の相殺についての期待と利益と比較し、後者を優先させるに足りる合理的根拠がある場合にのみ、差押債権者に対抗することができるとする。
本問のような金融取引の場面では、信用組合Ｙの相殺への期待は合理的なものとして保護されるべきである。預金債権と貸金債権が相互に密接な牽連関係にあること、金融取引会社のもつ預金債権の担保機能への期待や、一般に金融取引約定書中に相殺予約に関する定めが取り入れられていることは、金融取引社会においてほぼ公知の事実となっているものと認められるため、その特約を持って差押債権者に対抗しうる。
よって、本件相殺条項は第三者であるＧに対抗することができ、Ｙは、相殺により預金債権甲の支払を拒絶できる。
以上
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最高裁昭和４５年大法廷判決における大隈意見


　制限説Ⅱの論者らによれば、銀行取引の場面では、銀行の相殺への期待は合理的なものとして保護すべきだとされる。「銀行とその取引先との間においては、銀行の取引先に対する貸付金などの債権と取引先の銀行に対する預金債権とは、相互に密接な牽連関係に立ち、預金債権は貸付金債権などの担保としての機能を営んでいるのが実状である。そして、銀行取引約定所における前記のような相殺予約は、この預金債権の担保的機能を確保するための手段としてされるものにほかならなく、銀行はかかる特約を活用することの期待のもとに貸付をしているのである。しかも、銀行取引における上述のごとき事情や、一般に銀行とその取引先との間の取引約定書中にこの種の相殺予約に関する定めが取り入れられていることは、取引界においてはほぼ公知の事実となっているものと認められるのであって、その定めを持って差押債権者に対抗しうるものとしても、あながち不当とはいえない」からである。
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　Ａの債権者Ｇが預金債権甲を差し押さえ、Ｙに支払を請求する場合、


①預金債権甲がＡに帰属する債権であること


②差押時に債権が存在すること


以上の２点が必要であると考える。


　①について、（１）より、預金債権はＡに帰属するといえる。


　②については、以下検討する。





貸金債権乙








　　　４７８条


　債権の準占有者に対してした弁済は、その弁済をしたものが善意であり、かつ、過失がなかったときに限り、その効力を有する。
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